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回次
第73期

第２四半期連結
累計期間

第74期
第２四半期連結

累計期間
第73期

会計期間

自2020年
12月１日
至2021年
５月31日

自2021年
12月１日
至2022年
５月31日

自2020年
12月１日
至2021年
11月30日

売上高 （千円） 10,178,337 9,911,440 20,183,044

経常利益 （千円） 554,414 353,561 971,499

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 385,545 225,454 570,819

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 438,893 248,961 693,535

純資産額 （千円） 12,765,247 13,107,341 12,937,509

総資産額 （千円） 19,238,984 18,713,823 17,775,107

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 46.76 27.36 69.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.4 70.0 72.8

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 314,655 △698,147 1,797,865

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △170,827 △98,282 △382,368

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △499,416 486,365 △1,444,867

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 644,624 640,965 933,332

回次
第73期

第２四半期連結
会計期間

第74期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自2021年
３月１日
至2021年
５月31日

自2022年
３月１日
至2022年
５月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 40.47 24.49

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における国内環境は、新型コロナウイルス感染症の長期化や、ロシア・ウクライナ情

勢などの先行き不安もあり、厳しい状況が続きました。食品業界におきましては、個人消費はやや持ち直しが見ら

れるものの、原材料価格の高騰や資源高に伴うエネルギーコストの上昇などもあり、依然として消費者の節約志向

は継続しました。

このような状況のなか、当社グループは2022年度からの中期経営計画に基づき、「フルーツのアヲハタ」実現へ

向けた取り組みを進めております。

①財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ９億38百万円増加し187億13百万円となりま

した。資産の増減の主な要因は、原材料及び貯蔵品の増加10億13百万円、受取手形及び売掛金の増加２億45百万

円、現金及び預金の減少２億92百万円などであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ７億68百万円増加し56億６百万円となりました。負債の増減の主な要因

は、短期借入金の増加７億15百万円、支払手形及び買掛金の増加２億６百万円、長期借入金の減少１億42百万円な

どであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億69百万円増加し131億７百万円となりました。純資産の増加の主な

要因は、利益剰余金の増加１億43百万円などであります。

②経営成績

売上につきましては、家庭用は当年２月にジャム・スプレッド類の価格改定を実施するとともに需要喚起策を進

めましたが、前年の内食需要の反動減を受けました。産業用は大手外食向け商品の新規受注が堅調に推移しました

が、乳業メーカー向けについては新たな売上の獲得に繋がりませんでした。その結果、売上高は99億11百万円（前

年同期比2.6％減）となりました。

利益につきましては、引き続き販売費及び一般管理費の抑制に努めましたが、売上減少もあり、営業利益は３億

６百万円（前年同期比37.5％減）、経常利益は３億53百万円（前年同期比36.2％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は２億25百万円（前年同期比41.5％減）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ２億92百万円減少し、６億40百万円となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、６億98百万円（前年同四半期は３億14百万円の収入）となりました。主な要

因は、減価償却費４億72百万円、税金等調整前四半期純利益３億48百万円、棚卸資産の増加額11億44百万円、売

上債権の増加額２億42百万円、その他の流動資産の増加額１億88百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、98百万円（前年同四半期は１億70百万円の支出）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出１億４百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、４億86百万円（前年同四半期は４億99百万円の支出）となりました。主な要

因は、短期借入金の純増による収入７億11百万円、長期借入金の返済による支出１億42百万円などによるもので

あります。
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(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億98百万円であります。なお、当

第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,292,000 8,292,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数　100株

計 8,292,000 8,292,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年３月１日

～

2022年５月31日

－ 8,292,000 － 915,100 － 985,263

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2022年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

キユーピー株式会社 東京都渋谷区渋谷１-４-13 3,687 44.71

株式会社中島董商店 東京都渋谷区渋谷１-４-13 914 11.08

アヲハタ持株会 広島県竹原市忠海中町１-１-25 264 3.21

株式会社ユー商会 東京都渋谷区渋谷１-４-13 200 2.42

東洋製罐グループホールディング

ス株式会社
東京都品川区東五反田２-18-１ 106 1.29

廿日出　好恵 神奈川県川崎市高津区 101 1.23

JPモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内２-７-３ 56 0.69

廿日出　明子 広島県竹原市 46 0.57

株式会社広島銀行 広島県広島市中区紙屋町１-３-８ 44 0.53

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-１ 35 0.42

計 － 5,455 66.15

（５）【大株主の状況】

(注)　2022年５月31日現在における当社が保有する自己株式数は44,039株 となっております。

2022年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 44,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,236,300 82,363 －

単元未満株式 普通株式 11,700 － －

発行済株式総数 8,292,000 － －

総株主の議決権 － 82,363 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

アヲハタ株式会社

広島県竹原市忠海

中町１-１-25
44,000 － 44,000 0.53

計 － 44,000 － 44,000 0.53

②【自己株式等】
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年３月１日から2022

年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年12月１日から2022年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 933,332 640,965

受取手形及び売掛金 3,462,965 3,708,380

商品及び製品 1,646,000 1,779,889

仕掛品 64,583 79,591

原材料及び貯蔵品 3,192,143 4,205,379

その他 212,829 328,100

流動資産合計 9,511,854 10,742,307

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,810,062 1,758,642

機械装置及び運搬具（純額） 2,311,527 2,205,868

土地 1,357,979 1,358,643

その他（純額） 197,894 192,742

有形固定資産合計 5,677,463 5,515,896

無形固定資産

商標権 1,476,271 1,370,734

その他 183,925 150,467

無形固定資産合計 1,660,196 1,521,202

投資その他の資産

投資有価証券 180,180 180,823

その他 745,411 753,593

投資その他の資産合計 925,592 934,417

固定資産合計 8,263,252 7,971,516

資産合計 17,775,107 18,713,823

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,549,791 1,756,316

短期借入金 － 715,369

１年内返済予定の長期借入金 285,852 285,852

未払金 604,056 513,582

未払法人税等 109,117 165,535

売上割戻引当金 6,533 －

賞与引当金 22,254 95,301

役員賞与引当金 7,337 5,512

その他 417,722 370,129

流動負債合計 3,002,664 3,907,599

固定負債

長期借入金 1,356,592 1,213,666

退職給付に係る負債 417,370 424,199

資産除去債務 60,169 60,215

その他 802 802

固定負債合計 1,834,933 1,698,883

負債合計 4,837,597 5,606,482

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 915,100 915,100

資本剰余金 1,305,894 1,288,691

利益剰余金 10,703,333 10,846,408

自己株式 △110,301 △89,848

株主資本合計 12,814,026 12,960,351

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,911 5,232

繰延ヘッジ損益 18,838 31,231

為替換算調整勘定 △23,198 △4,449

退職給付に係る調整累計額 122,931 114,974

その他の包括利益累計額合計 123,483 146,989

純資産合計 12,937,509 13,107,341

負債純資産合計 17,775,107 18,713,823
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日

　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年５月31日)

売上高 10,178,337 9,911,440

売上原価 7,247,254 7,212,643

売上総利益 2,931,082 2,698,797

販売費及び一般管理費 ※ 2,440,942 ※ 2,392,341

営業利益 490,139 306,455

営業外収益

受取利息 1,723 1,586

受取配当金 1,533 8,598

受取賃貸料 10,961 10,961

技術指導料 6,934 12,876

為替差益 51,409 17,171

その他 9,169 11,789

営業外収益合計 81,730 62,983

営業外費用

支払利息 4,123 4,143

賃貸費用 5,895 7,423

固定資産除却損 4,997 2,324

その他 2,439 1,986

営業外費用合計 17,455 15,878

経常利益 554,414 353,561

特別損失

減損損失 － 4,827

特別損失合計 － 4,827

税金等調整前四半期純利益 554,414 348,734

法人税、住民税及び事業税 194,968 137,635

法人税等調整額 △26,098 △14,356

法人税等合計 168,869 123,279

四半期純利益 385,545 225,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 385,545 225,454

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日

　至　2022年５月31日)

四半期純利益 385,545 225,454

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,436 321

繰延ヘッジ損益 11,267 12,392

為替換算調整勘定 43,035 18,749

退職給付に係る調整額 △3,390 △7,956

その他の包括利益合計 53,348 23,506

四半期包括利益 438,893 248,961

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 438,893 248,961

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日

　至　2022年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 554,414 348,734

減価償却費 491,821 472,898

賞与引当金の増減額（△は減少） 94,001 73,047

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 983 △1,824

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,927 △4,982

売上割戻引当金の増減額（△は減少） 40 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,990 －

受取利息及び受取配当金 △3,257 △10,185

支払利息 4,123 4,143

為替差損益（△は益） △46,947 △12,943

減損損失 － 4,827

固定資産除却損 4,997 2,324

売上債権の増減額（△は増加） △484,262 △242,285

棚卸資産の増減額（△は増加） △522,016 △1,144,789

仕入債務の増減額（△は減少） 585,227 180,553

その他の流動資産の増減額（△は増加） 72,997 △188,481

その他の流動負債の増減額（△は減少） △202,780 △100,508

その他 △20,579 △5,262

小計 529,702 △624,734

利息及び配当金の受取額 2,649 8,925

利息の支払額 △4,014 △4,100

法人税等の支払額 △233,946 △86,557

その他の収入 20,263 8,319

営業活動によるキャッシュ・フロー 314,655 △698,147

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △172,525 △104,017

無形固定資産の取得による支出 △2,054 △4,748

有形固定資産の売却による収入 171 5

投資有価証券の取得による支出 △160 △162

投資有価証券の売却による収入 12,870 －

関係会社貸付金の回収による収入 － 14,836

長期貸付金の回収による収入 － 14,304

その他 △9,129 △18,499

投資活動によるキャッシュ・フロー △170,827 △98,282

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 319,756 711,373

長期借入金の調達による収入 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,142,926 △142,926

自己株式の取得による支出 △94,310 －

配当金の支払額 △81,936 △82,081

財務活動によるキャッシュ・フロー △499,416 486,365

現金及び現金同等物に係る換算差額 58,922 17,696

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △296,666 △292,367

現金及び現金同等物の期首残高 941,291 933,332

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 644,624 ※ 640,965

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによ

る当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。収益認識会計基準等の適用については、収益

認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、期首の利益剰余金に与える影響

はありません。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において「流動負債」に表示していた「売上割戻引当

金」は第１四半期連結会計期間より「その他」に含めて表示しております。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法による組替えを行っておりません。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記

載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸

表に与える影響はありません。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2020年12月１日

　　至  2021年５月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2021年12月１日

　　至  2022年５月31日）

運送費及び保管料 509,764千円 484,959千円

広告宣伝費 212,282 160,768

給与手当 366,718 374,414

退職給付費用 20,333 20,747

賞与引当金繰入額 64,587 52,626

役員賞与引当金繰入額 10,967 5,512

貸倒引当金繰入額 △2,990 －

業務委託費 303,165 261,213

研究開発費 207,225 198,743

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2020年12月１日

至  2021年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2021年12月１日

至  2022年５月31日）

現金及び預金勘定 644,624千円 640,965千円

現金及び現金同等物 644,624 640,965

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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　決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月19日

定時株主総会
普通株式 82,779 10.00 2020年11月30日 2021年２月22日 利益剰余金

　決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月６日

取締役会
普通株式 82,379 10.00 2021年５月31日 2021年８月６日 利益剰余金

　決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月18日

定時株主総会
普通株式 82,379 10.00 2021年11月30日 2022年２月21日 利益剰余金

　決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年７月７日

取締役会
普通株式 82,479 10.00 2022年５月31日 2022年８月８日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年12月１日　至　2021年５月31日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　　３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、当第２四半期連結累計期間において、2021年１月12日開催の取締役会決議に基づき、40,000株

の自己株式を取得いたしました。

これにより、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が94,200千円増加しております。当該自己

株式の取得等により、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が110,301千円となっております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年５月31日）

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　　３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の処分）

当社は、当第２四半期連結累計期間において、2022年２月22日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付

株式報酬として10,025株の自己株式の処分を行いました。

これにより、当第２四半期連結累計期間において、自己株式が20,452千円減少しております。当該自己株

式の処分により、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が89,848千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  2020年12月１日　至  2021年５月31日）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  2021年12月１日　至  2022年５月31日）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

区分
当第２四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日
至　2022年５月31日）

家庭用（千円） 5,830,751

産業用（千円） 2,622,737

生産受託他（千円） 1,457,952

合計（千円） 9,911,440

（収益認識関係）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントでありますが、当第２四半期連結累計期間の販売実績を製品等の

区分ごとに示すと、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自　2020年12月１日

至　2021年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年５月31日）

１株当たり四半期純利益 46円76銭 27円36銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 385,545 225,454

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
385,545 225,454

普通株式の期中平均株式数（株） 8,244,780 8,239,644

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　2022年７月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　82,479千円

(ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2022年８月８日

(注）2022年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いをおこないます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

２０２２年７月１４日

アヲハタ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木　村 　修

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鶴田 純一郎

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアヲハタ株式

会社の２０２１年１２月１日から２０２２年１１月３０日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０２２年３

月１日から２０２２年５月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２１年１２月１日から２０２２年５月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アヲハタ株式会社及び連結子会社の２０２２年５月３１日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


